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【目的】
大阪大学医学部附属病院小児科発達外来では、従来は申込
みを患者家族から受ける自費診療と近医からの紹介による
保険診療の2通りの初診受付体制とし、殆どの申込みを受け
入れていたため受診までに1年以上の待機が生じていた。長
期待機児の課題解消と高次医療の役割を担うことを目的に、
2020年4月より、地域の医療機関からの紹介を経た患児を年
齢や主訴などを基に優先順位を考慮し受け付け、受け付け
困難な場合にはセカンドオピニオン外来や診療機関マップの
サイト紹介を行い、待機が2ヵ月程度となった。体制変更前
後での発達外来初診患者の特徴の変化を検討する。
【方法】
2018年4月～2020年3月(旧体制)、および2021年4月～
2023年3月(新体制)の期間に発達外来初診を受診した患
者の初診時年齢、性別、知的発達の遅れの有無、当院で
の診断名の割合、初診申込時の居住地域、初診申込者に
対する初診予約キャンセル者の比率を検討した。
【結果】
初診総患者数は旧体制429名、新体制340名であった。旧
体制で受診した患者は平均6.4歳(±3.3SD)で5-6歳が最も
多く、男子が全体の77％、知的発達は遅れありが29％、最
も多い診断名が自閉スペクトラム症(ASD;86％)であった。
居住地域は77%は当院が位置する北摂地域であったが、
遠方からの受診も16%あった。初診申込者の9％が予約を
キャンセルしており、無断キャンセルもあった。新体制で受
診した患者は平均6.3歳(±3.0SD)で5-6歳が最も多く、男
子が71%、知的遅れありが25%、ASD診断は79％であっ
た。居住地域は北摂地域81%、その他地域からの申し込
みは転入予定や院内紹介であった。予約キャンセルは初診
申込者の2％で、旧体制に比して低下した。
【考察】
体制変更前後で発達外来を受診する子どもの特徴に大き
な違いはなく、ともに就学前の5-6歳での受診が多く、男児
が7割強、知的遅れありの子どもが3割程度であった。一方
で受診の窓口をかかりつけ医の紹介のみとした新体制で
は、近隣地域に居住している割合が増加しており、医療や
福祉、教育を含めた地域連携につながる重要な変化であ
った。また、待機時間の長さによる発達・状態の変化や他
院受診等による急なキャンセルが減少したことで、その時
に支援を必要としている患者への医療提供ができる体制
となったと考えられる。
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【背景】
自閉スペクトラム症（ASD）児は、共同注意や他者との関
わりといった対人相互性の発達プロセスに困難があり、早
期介入が重要とされている。今回、ASD診断のある幼児に
対して発達早期の段階で個別療育を実施したため、その
経過を報告し、介入中にみられた対人的スキルの発達のプ
ロセスを検討する。
【症例】
2歳2カ月で大学病院発達外来に受診し、医師の診察によ
りASDと診断された女児で、自閉症診断観察スケジュール
の結果は重度であった。2歳10か月の介入開始時に行われ
たアセスメントでは、援助要求のために大人に物を渡すこ
とはあったが、意思伝達を目的とした発語や発声、指さし
はなかった。模倣はおもちゃの操作法でのみ見られ、共同
注意行動や大人との関わりを求めることもほとんどなかっ
た。介入は、養育者同席のもと心理士と女児の1対1での遊
びという形で、およそ月2，3回1時間、全26回、約1年間実施
した。応用行動分析（強化、プロンプト、フェイディング等）
と機軸行動発達支援法（子どもの行動と関連した強化子
の使用、子どものリードに従い遊ぶ等）の手法を用い、要
求、共同注意行動、模倣をターゲットとして介入した。1回
目から5回目までには、手を差し出すことでの要求行動(3回
目)、指差し追従(4回目)、身振りの模倣(4回目)、「う」の口
形模倣(5回目)が可能となった。6回目から10回目には、視
界内の物への指差しによる要求(6回目)、「見せて」の指示
でおもちゃを見せる(7回目)、視線追従(8回目)、遊びの中で
の発声模倣(8回目)が可能となり、頻度は少ないが単語模
倣(10回目)も聞かれるようになった。それ以降26回目まで
の様子として、見えていない物の指差しでの要求(16回目)、
自発的に養育者におもちゃを見せる(18回目)ことが可能と
なった。
【考察】
本症例の経過から、ASD児への早期介入により共同注意
や模倣などの対人的スキル習得を促進できる可能性が示
唆された。本症例の発達のプロセスは、8か月頃からの定
型発達児の社会性発達とおおむね同様の軌跡であった。
定型発達児の発達プロセスを考慮することは、社会性の
発達に遅れがあるASD児への早期療育においても重要で
あると考えられる。発達早期段階でのスキルの獲得は、今
後の日常生活場面での患児の社会的学習を促進する可能
性があると考えられるため、長期的な検討が求められる。

P-044

一般演題（ポスター）5 発達障害
座長 ： 柳生　一自　北海道医療大学心理科学部　臨床心理学科

令和5年梅雨前線による大雨により
被災した院内保育所の災害対応

西村　実穂1、中野　　晋2

1東京未来大学こども心理学部
2徳島大学環境防災研究センター

【はじめに】
院内保育所は、医療従事者の就労支援を目的として病院
が設置した保育所である。医療従事者の勤務継続を可能
にするために、保育所が被災した場合であっても早期再開
が求められる。本稿では、令和5年梅雨前線による大雨(以
下、令和5年7月豪雨)により被災した院内保育所を事例とし
て、その復旧過程と課題を明らかにすることを目的とする。
【方法】
令和5年7月豪雨により床上浸水被害を受けた院内保育所
の設置者であるA病院の事務長、看護部長、院内保育所
主任各1名に対してヒアリング調査を行った。調査時期は
2023年12月21日、ヒアリング時間は約1時間30分であった。
質問項目は、園の概要、被害状況、保育再開までの経緯、
再開時の課題などであった。
【結果】
院内保育所の設置されているA病院では、院内保育所と病
児保育の2事業を行っている。
院内保育所は保育の対象年齢は0～2歳児、1日の平均利
用児数は12名、院内保育所を利用できるのは、病院と関連
施設の職員である。病児保育は定員4名、看護師4名、市内
全域の住民が利用可能である。
院内保育所の設置主体である病院は、床上約1ｍの浸水
被害を受け、7/10から7/19まで外来診療受付を停止した。
院内保育所も床上30㎝の浸水被害を受け、全保育室が使
用不可となり休園した。院内保育所は病院の職員寮3部屋
を使用して、5日間の休園ののち7/18から保育を再開した。
保育再開の背景には、院内保育所の休園により子どもの
預け先がなくなり、仕事を休まざるをえない病院職員から
の「これ以上休めないため開所してほしい」という要望が
挙がったことがあった。病児保育は一旦受け入れを休止し、
8/28から再開した。再開時の課題として、代替施設確保に
時間を要したこと、身体を動かして遊べる場所がないこと、
防犯面の不安があることが挙げられた。また、保育環境が
整わないために、被災直後に入園予定であった子どもの入
園日程を遅らせたケースがあった。病院ではBCPを策定し
ていたが、災害発生時の院内保育所の開所に関する定め
はなかった。
【考察】
院内保育所は病院職員確保のために被災後早期に開所し
ていたことが確かめられた。再開時の課題として保育に適
した施設の確保に困難があった。院内保育所の早期再開
のためには病院のBCPに院内保育所を位置づけ、代替保
育施設を事前に決めるといった対応が必要となる。
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【目的】
近年、線状降水帯等でもたらされる集中豪雨の頻度は45
年間で約2倍になっていると言われ、大雨による河川の急
激な増水・氾濫や水害・被害拡大の影響を受け易く安全
対策が急務である。また、子どもは自分の命を自分で守る
事が困難な場合が多い為、親の対策が重要であると考え
る。そこで本研究の目的は、未就学児を持つ親の水害対策
の現状と課題を明らかにする事である。
【研究方法】
関東圏内に住む未就学児を持つ親を対象にwebを介した
無記名自記式質問紙調査
調査期間 2023年6月5日～8月1日
統計解析ソフト SPSS (Ver25.0) を用いてカイ二乗検定を
行った。自由記述は類似した記述内容をまとめてカテゴリ
ー化・サブカテゴリー化した。
【倫理的配慮】
所属大学のヒトに関する研究倫理委員会の承認を得て実
施した(承認番号:東立023-07)。
【結果】
関東圏内に在住している未就学児を持つ親に550部アンケ
ートを配布し300部(回収率54.5%)回収、不備がある物を
除いた279部(有効回答率93%)を研究対象とした。対象者
の年齢は平均37.5歳 ±5.68であった。その内水害の経験
がある者は22名(7.9%)、水害が発生し易い居住地域であ
ると知っている者は51名 (18.3%)、地震対策を行っている
者は159名(57.0%)、水害対策を行っている者は 81名 
(29.0%) であった。水害対策を行っていない者の理由とし
て、対策方法が分からない者が26名 (13.1%)と 最多であ
った。幼稚園や保育園等の教育機関に子どもを通わせて
いる者は200名(71.7%)中水害対策に関する防災訓練を園
で実施している者は(複数回答)65名(23.3%)であった。水
害経験の有無と家族との緊急連絡先の確認の有無でカイ
二乗検定を行い有意な差がみられた(p＜0.05)。水害対策
の有無と居住地の水害の危険性の有無についてカイ二乗
検定を行い有意な差がみられた (p≦0.05)。
【考察】
水害は地震に比べ発生頻度が低く被害状況を目にする機
会が少なく行動を起こしにくい状況である為、水害体験プ
ログラムの認知・体験を拡大していく必要があると考える。
未就学児を持つ親は自分の命だけで無く子どもの命を守
る必要がある為、水害について知る機会を設け認知を拡
大し、防災対策行動へと繋げていく必要があると考えられ
る。
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